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保国発第1226001号  

雇児総発第1226001号  

平成20年12月26日  

都道府県民生主管部（局）長 殿  

都 道 府 県  

指 定 都 市  児童福祉主管部（局）長  殿  

児童相談所設置市  

各  

厚生労働省保険局国民健康保険課長  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長  

国民健康保険法の一部を改正する法律の施行に係る留意点等について   

国民健康保険法の一部を改正する法律（平成20年法律第97号。以下「改正法」とい  

う。）の改iEの趣旨及び内容については、「国民健康保険法の一部を改正する法律の施行に  

ついて」（平成20年12月26日付け保発第1226001号）において、別添のとおり通知し  

たとおりであるが、その運用に当たっての留意点等は下記のとおりであるので、その旨御  

√知の上、貴管内市町村並びに関係機関及び関係国体等に周知を図り、運用に当たっては  

十分留意の上、遺憾なきを期されたい。   

なお、本通知については、文部科学省大臣官房総務課に対し幼稚園、小学校及び中学校  

等の教育機関に対し周知を依頼していることを申し添える。  

1改正法の施行に当たっての留意点  

（1）改正法の施行前の準備  

改正法においては、施行の日において改正法による改正前の国民健康保険法（昭  

和33年法律第192号）の規定により被保険者資格証明書（以下「資格証明書」  

という。）の交付を受けている世借主の世‡引こ属する15歳に達する日以後最初の  

3月31日までの間にある被保険者（同法第9条第3項に規定する原爆一般疾病  

医療費の支給等を受けることができる者を除く。（2）及び（3）において同じ。）  
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があるときは、改正法の施行後速やかに、世借主に対し、当該被保険者に係る有  

効期間を6か月とする被保険者証を交付することとされているところであり、改  

正法施行後速やかに当該被保険者に被保険者証を交付できるよう、対象者の抽出  

や有効期間を6か月とする被保険者証の印刷など必要な準備に努めること。  

（2）中学生以下の子どもへの短期被保険者証の発行  

世括主が国民健康保険法第9条第5項の規定により被保険者証を返還し、資格証   

明書を発行する際に、その世帯に属する15歳に達する日以後最初の3月31日ま   

での間にある被保険者があるときは、世帯主に対し、当該被保険者に係る有効期間   

を6か月とする被保険者証を交付すること。  

有効期間を経過した際に、その世帯に属する他の被保険者に引き続き資格証明書   

が交付されており、その者が15歳に達する日以後最初の3月31日までの間にあ   

る被保険者であるときは、有効期間を6か月とする被保険者証を継続して発行する   

こと。新たに発行された被保険者証の有効期間を経過した際も同様の取扱いとする   

こと。  

また、有効期間を6か月とする被保険者証を継続して発行する際には、滞納世帯   

との接触の機会の確保に努めること。その際、・世帯主が当該被保険者証を受け取り   

に来ないなど接触がとれない場合は、時間外や休日等も含め電話連絡を試みるとと   

もに、必要に応じて、家庭訪問を実施するなど、各保険者の実情に応じて、速やか   

に被保険者証を交付できるよう、きめ細かな対応に努めること。  

なお、有効期間を6か月とする被保険者証の発行をもって滞納世帯への接触を断   

つことなく、引き続き接触の機会の確保に努めるとともに、保険料を納めることが   

できない特別な事情がある場合は、保険料の減免等を行うとともに、被保険者証を   

交付する一方、保険料を納めることが出来ない特別な事情がない場合は滞納処分も   
含めた適切な収納に努めること。  

（3）関係機関からの問い合わせへの対応  

（l）及び（2）の取扱いについて、地域の保険医療機関や中学生以下の子ども   

に関する関係機関（保育所等の児童福祉施設や幼稚園、小学校、中学校等の教育機   

関等）からの問い合わせ等があった際には、丁寧な説明に努めるなど適切に対応す   

ること。  

（4）その他  

改正法において、世帯主が国民健康保険法第9条第5項の規定により被保険者   

証を返遷した際に、資格証明書を交付せず有効期間を6か月とする被保険者証を   

交付することとされたのは、15歳に達する日以後最初の3月31日までの間に   

ある被保険者であり、当該被保険者がいない世手削こついては、従前どおり当該世   

鼎1こ属する被保険者全員に係る被保険者証又は資格証明書を交付することとなる   

が、その際は、機械的・一律に運用することなく、事業の休廃止や病気など当該   

世帯に保険料を納付することができない特別の事情があるか否かを適切に把握し   

判断した上で交付を行うこと。  
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2 「被保険者資格証明書の交付に際しての留意点につい て」の改正について   

改正法の施行に伴い、「被保険者資格証明書の交付に際しての留意点について」（平   

成20年10月30日付け保国発第1030001号厚生労働省保険局国民倖康保険課長通   

知・雇児総発第1030001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長通知）を次のよ   

うに改正し、平成21年4月1日から適用する。  

被保険者資格証明書の交付に際しての留意点について   

国民健康保険における被保険者資格証明書（以下「資格証明書」という。）の運用  

については、下記のとおり、その留意点をまとめたので、その内容を御了知いただく  

とともに．、貴管内市町村等関係者への周知徹底について遺憾なきよう配慮されたい。   

なお、本通知については、社会・援護局保護課と調整済みであることを申し添える。  

記  

1 資格証明書の運用についての基本的考え方   

資格証明書については、事業の休廃止や病気など、保険料を納付することができ   

ない特別の事情がないにもかかわらず、長期にわたり保険料を滞納している方につ   

いて、納付相談の機会を確保するために交付しているものであり、機械的な運用を   

行うことなく、特別の事情の有無の把握を適切に行った上で行うこと。   

一方．、国民健康保険においては収納率の向上はその保険運営上極めて重要であり、  

悪質な滞納者については、従前どおり、滞納処分も含めた収納対策の厳正な実施に   

努めること。  

2 資格証明書の交付に際しての留意点   

資格証明書の交付については、1のとおり、機械的な運用を行うことなく、特別   

の事情の有無の把握を適切に行った上で行うことが必要であるが、その際は、以下   

の事項に留意して取り扱うこと。  

（1）事前通知及び特別事情の把握の徹底  

資格証明吾が交付されることについて、滞納者が理解することなく行うことが   

ないよう、可能な限り文書だけでなく、電話督促や戸別訪問等の方法により滞納   

者との接触を図り、その実態把握に努めるとともに、滞納者に対し滞納が継続す   

れば資格証明書の交付を行うこととなる旨の周知を図ること。  

その際には、納付相談の奨励に加え、保険料の減免制度及び生活保護や多重債   

務問題等の庁内相談窓口の周知も併せて行い、滞納者が相談を行いやすい環境を   

整えることや、相談機会の確保に努めること。また、他部門に相談のあった滞納   

者の事例について、情報共有ができるよう、庁内の連絡体制の整備に努めること。  
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また、資格証明書の発行に際しては、市町村の実情に応じ、別添の他市町村の   

取扱いも参考に、より公正な判断が行われるよう努めること。   

（2ト短期被保険者証の活用  

滞納世帯に対しては、短期被保険者証を経ずに資格証明書を交付するのではな   

く、資格証明書の交付までには、可能な限り短期被保険者証を活用することによ   

り、滞納者との接触の機会の確保に努めること。   

（3）中学生以下の子どもへの短期被保険者証の発行  

世帯主が国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第9条第5項の規定に   

より被保険者証を返還し、資格証明書を発行する際に、その世掛こ属する15歳   

に達する日以後最初の3月31日までの間にある被保険者（同条第3頓に規定す   

る原爆一般疾病医療費の支給等を受けることができる者を除く。以下同じ。）が   

あるときは、世帯主に対し、当該被保険者に係る有効期間を6か月とする被保険   

者証を交付すること。  

有効期間を経過した際に、その世帯に属する他の被保険者に引き続き資格証明   

春が交付されており、その昔が15歳に達する目以後最初の3月31日までの間   

にある被保険者であるときは、有効期間を6か月とする被保険者証を継続して発   

行すること。新たに発行された被保険者証の有効期間を経過した際も同様の取扱   

いとすること。  

また、有効期間を6か月とする被保険者証を継続して発行する際にも、滞納世   

帯との接触の機会の確保に努めること。その際、世借主が当該被保険者証を受け   

取りに来ないなど接触がとれない場合は、そのような状況を放置することは望ま   

しくないものであることから、時間外や休日等も含め電話連絡を試みるとともに、   

必要に応じて、家庭訪問を実施するなど、各保険者の実情に応じて、速やかに被   

保険者証を交付できるよう、きめ細かな対応に努めること。  

なお、有効期間を6か月とする被保険者証の発行をもって滞納世帯への接触を   

断つことなく、引き続き接触の機会の確保に努める＿とともに、保険料を納めるこ   

とが出来ない特別な事情がある場合は、保険料の減免等を行うとともに、被保険   

者証を交付する一方、保険料を納めることが出来ない特別な事情がない場合は滞   

納処分も含めた適切な収納に努めること。  

（4）養育環境に問題のある世帯に対する対応  

子どものいる滞納世帯に対しては、（1）及び（3）のとおり、家庭訪問等に   

より実情把握に努めることとするが、その際、市町村の児童福祉担当部局の助言   

を待つつ、家庭内が著しく乱れている等の実態がみられるなど養育環境に問題の   

ある世帯を把握した場合には、市町村の児童福祉担当部局や児童相談所と密接な   

連携を図ること。  
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（別添、）  

保発第122●6001号  

平成20年12月26日  

都道府＝県知事 殿  

厚生労働省保険局長  

国民健康保険法の一部を改正する法律の施行について   

国民健康保険法の一部を改正する法律（以下「改正法」という。）が、衆議院厚生労働  

委員長から議員提案され、平成20年法律第97号として公布され、平成21年4月1日  

より施行することとされたところである。   

改正の趣旨及び内容は下記のとおりであるので、その旨御了知の上、貴都道府県内の保  

険者等に周知を図り、運用に当たっては十分留意の上、遺憾なきを期されたい。  

記  

第一 改正法の趣旨   

子どもの心身ともに健やかな育成に資するため、被保険者資格証明菩に関し、15歳  

に達する日以後の最初の3月31日までの間にある被保険者に対する取扱いを見直すも  

のであること。  

第二 改正法の内容   

世帯主が国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第9条第5項の規定により被  

保険者証を返還した際に、その世僻に属する15歳に達する日以後最初の3月31日ま  

での間にある被保険者（同条第3項に規定する原爆一般疾病医療費の支給等を受けるこ  

とができる者を除く。第三の（2）において同じ。）があるときは、世帯主に対し、そ  

の者に係る有効期間を6か月とする被保険者証を交付すること。（国民健康保険法第9  

条関係）  

第三 施行期日等  

（l） 施行期日  

改正法は、平成21年4月1日から施行する。（改正法附則第l項関係）  
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（2）改正法の施行の日において、改正法による改正前の国民健康保険法の規定によ   
り被保険者資格証明書の交付を受けている世帯主の世掛こ属する15歳に達する日   

以後最初の3月31日までの間にある被保険者があるときは、改正法の施行後速や   

かに、世借主に対し、当該被保険者に係る有効期限を6か月とする被保険者証を交   

付すること。（改正法附則第2項関係）   

（3） 市町村又は特別区は、国民健康保険の保険料について、減免制度の十分な周知   
を図ること等を通じて滞納を防止するとともに、特別の理由があると認められない   

にもかかわらず滞納している者からの実効的な徴収の実施を確保するため、必要な   

措置を講じなければならないこと。（改正法附則第4項関係）  

一354－  

■    ■   




